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トランシルヴァニアの教会合同に関するレオポルト勅令（１６９９年）
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要旨 トランシルヴァニアでは、１７世紀末にハプスブルク支配下に組み込まれてまもなく
東方正教会のローマ・カトリック教会への合同が行われた。この教会合同は、ルーマニア
人の民族意識の覚醒に決定的な影響を与えたとされているが、それだけにとどまらず、三
ナティオ・四公認宗派体制を根幹とするトランシルヴァニアの国制に関わる問題性を内包
していた。すなわち、宗派あるいは文化との関わりが概念的に強まることによるナティオ
の意味が大きく変化していく契機となったのである。ここでは、１６９９年２月１６日に、神聖
ローマ皇帝・ハンガリー国王レオポルト一世によって発布された、トランシルヴァニア侯
国における東方正教会とローマ・カトリック教会の合同に関する勅令の全文を邦訳し、勅
令発布の背景に関する解題を付した。
解題 ここに試みに訳出したのは、１６９９年２月に神聖ローマ皇帝・ハンガリー国王レオポ
ルト一世（リポート一世）が発布した、トランシルヴァニア（とハンガリー）における東
方正教会のローマ・カトリック教会との合同に関する勅令の全文である。底本としては、
Nicolaus Nilles ed., Symbolae ad Illustrandam Historiam Ecclesiae Orientalis in Terris Coronae
S. Stephani , Oeniponti（Innsbruck）, 1885, vol. I. pp.224-227を使用した。
１５４１年のハンガリー王国の三分割、１５７０年のシュパイアー協約によるトランシルヴァニ
ア侯国の成立は、１５世紀に成立したハンガリー貴族、セーケィ人、ザクセン人の３つのナ
ティオによる等族的国制が、中世ハンガリー王国の国制に接木されたことを意味した。す
なわち、ハンガリー王国のナティオ・フンガリカを構成する貴族に、地域的特権を有した
ナティオ・ザクソニカ、ナティオ・シクリカを加えた国制が、少なくとも理念的には成立
したのである。さらに、１６世紀中頃以降進行した宗教改革によって、ルター派、カルヴァ
ン派、ユニタリアンが相次いでトランシルヴァニア議会で法的に公認されることにより、
これにローマ・カトリックを加えた四公認宗派体制が、１７世紀のトランシルヴァニアの国
制の基盤を成すことになる。
こうした３つのナティオと４つの公認宗派というトランシルヴァニア侯国の国制は、１７
世紀末にハプスブルク支配下に編入される際にも維持され、１９世紀中頃まで持続した１。
一方、この国制が内包するルーマニア人と東方正教会の排除という構造が、１８世紀からの
ルーマニア民族意識の形成を説明する背景を成している。すなわち、トランシルヴァニア
におけるルーマニア人の民族としての覚醒は、この国制における政治的、宗教的な排除に
対する闘争として捉えられるのである２。その上で、その最も重要な契機となったとされ
るのは、１７世紀末から始まるトランシルヴァニアの東方正教会のローマ・カトリック教会
との合同である。この教会合同の結果成立した合同派教会（ギリシャ・カトリック教会）
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は、ローマやウィーンへの留学を含めた聖職者の教育機会の増大、カトリック聖職者とし
てのルーマニア人の特権層への包括を通じて、民族意識の担い手としてのエリート層を創
出したとされるのである。実際、ルーマニア人の等族としての権利（ナティオ・ヴァラキ
カ）を初めて主張したとされるイノケンティエ・クラインは合同派の司教であり、１８世紀
末の啓蒙主義的歴史叙述、言語学的研究の担い手も合同派聖職者出身者が大半を占めてい
た。一方、教会合同は、正教徒をカトリック化することにより、四公認宗派体制のもとで
優位を保っていた新教諸派に対するハプスブルクによる再カトリック化政策の一環として
の性格を持ち、また、合同派聖職者に対して与えられる農奴負担の免除特権をはじめとす
るナティオ・ヴァラキカの等族としての承認の要求に至る政治問題化は、トランシルヴァ
ニア国制の根幹に関わる問題圏をなしたのである。すなわち、宗教と等族的、政治的権利
の担い手としてのナティオの概念の密接な関係がここに成立し、地域支配単位としての、
政治的存在としてのナティオが、文化的な民族に転化していく契機となったともいえるの
である。こうした過程の分析は別稿で扱うこととし、ここでは、以下に訳出するトランシ
ルヴァニアの教会合同を公式に開始した１６９９年のいわゆるレオポルト第一勅令発布の背景
と、それに続いて発布されたが施行されなかった第二勅令の含んだ問題圏について簡潔に
触れておきたい。
１６９１年の国制に関する勅令で追認された四公認宗派体制は、新教が優位であった独立侯
国期に侵害された権利の回復の名の下に、徐々にカトリックの影響力の強化に直面してい
く。東方正教会のローマ・カトリック教会との合同は、こうしたハプスブルクの再カトリッ
ク化政策全体の一部に位置づけることができる。この政策の強力な担い手であり、トラン
シルヴァニアの教会合同の立役者となったのが、エステルゴム大司教で、ハンガリー枢密
´会議議長のコロニチュ・リポート（Kollonich Lipot）である。彼は、ハンガリー王国にお
いても再カトリック化の旗振り役であり、また、１６８９年に Einrichtungswerk des Kni-
greichs Hungarnを起草し、ハンガリーの等族的国制の弱体化とハプスブルク中央集権化
の推進役でもあった。
正教会とローマ・カトリック教会の合同にあたって障害となる教義上の相違は、１４３９年
のフィレンツェ公会議で決定された東西教会の合同を取り決めた合同教令の４点（ローマ
教皇をキリスト教全体の首長と認めること；煉獄の存在を認めること；聖体に種無しパン
の使用を認めること；精霊が父からだけでなく子からも発することを認めること）を正教
会が受け入れることに絞られ、典礼などへの変更は求められないとされた。教会合同につ
いての最初の決定は、トランシルヴァニア正教会主教によって１６８７年３月にジュラフェ
ヘールヴァール（アルバ＝ユリア）に招集された教会会議の決議である３。ここで、（詳
細な議論の経緯は不明だが）上記４点を受け入れ、ローマ・カトリック教会との合同の意
志が公式に表明された。ただ、正教会は、このとき、合同の条件として３点を挙げている。
すなわち、「I．ギリシャ典礼の聖職者および修道士は、ローマ・カトリック、ユニタリア
ン、ルター派、そしてカルヴァン派の聖職者が享受していると同じ権利と特権を持つこと。
II．司祭のいる村においては、教区教会所有の司祭館が置かれるべきであり、教区司祭が
他人の家、土地に住むことがなきべきこと。Ⅲ．教区司祭は、司教に従属するべきであり、
世俗のいかなる者にも従属しないこと４。」ここから伺えるように、正教会側の合同への
推進力は、まず第一に、正教聖職者の待遇改善、他の４宗派の聖職者と同列の特権の享受
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にあったことが明らかである。ただ、決議には組み込まれなかったものの、議事録におい
ては、これらの特権の要求が、「合同派が、寛容されているだけの存在ではなく、祖国に
受け入れられた［公認された］息子たちである（nec habeantur Uniti amplius ut tolerati,
sed ut patriae filii recepti）」ことを明確にするためであると言明されている。また、「ロー
マ教会と合同した世俗のワラキア人［ルーマニア人］は、祖国において受け入れられてい
る他のナティオと宗派の人々と同じように、あらゆる種類の公職に［就くことを］奨励さ
れるべきであり、採用されるべきである（Valachi saeculares Romanae Ecclesiae uniti ad
omnis generis officia, quemadmodum aliarum in patria receptarum nationum et religi-
onum homines, promoveantur et applicentur）。また、その息子らは、ラテン・カトリッ
クの学校や、修道会の学校に、差別なく受け入れられるべきである」と主張している５。
このように、教会合同はその初発段階から、聖職者の範囲に限られない、世俗教徒を含み
つつ、さらにナティオの枠組みに影響をもたらす要素と意図を持っていたのである。
これに対して、１６９８年１０月から１２月にかけて招集されたトランシルヴァニア議会は、明
確に反対を表明した。たとえ、ルーマニア人の聖職者が（olh papok）が宗派を変えたと
しても、賦役、税等の免除特権は与えられるべきではない、と。このことはすなわち「陛
下が、われわれの祖先たちが決して三ナティオの間に受け入れることがなく、自分自身の
間に混ぜ、さらには同列の自由［特権］を享受することを許さなかったところのワラキア・
ナティオとその聖職者たちに、三ナティオに対する侵害、損害、悲嘆と引き換えに、これ
までより多くの自由を許さぬ」ということであった６。このように、教会合同が三ナティ
オ体制への深刻な挑戦となりうることは、広く認識されていたのである。
こうしたトランシルヴァニア諸等族の反発にも関わらず、教会合同に関する勅令は１６９９
年２月１６日に発布された。この勅令は、２年後の１７０１年に発布されたが施行されることの
なかったもうひとつの勅令を踏まえて、レオポルト第一勅令と呼ばれている。内容は、ご
く簡潔で、以下のようにまとめることができる。すなわち、ハンガリー王冠の諸国（ハン
ガリー、クロアティア、スラヴォニア）とトランシルヴァニアにおいて、ワラキア人、ル
テニア人、ギリシャ人をローマ教会に「帰還」させること。すでに触れた合同教令４点を
正教会が受け入れること。合同派教会と聖職者に対して、他の４宗派と同様に、税、賦役
の免除特権が与えられること。諸等族は、この免除特権を侵害してはならず、むしろ保護
する義務を負うこと。
当初なおも反対の姿勢を貫いていたトランシルヴァニア議会も、合同の促進のために軍
隊の投入も容認した国王の姿勢に直面し、９月８日、新教諸派との合同をも妨げないとの
留保条件をつけて批准した７。もっとも、これは正教会の決議と国王の勅令の前に有名無
実であったが８。議会は、１６９９年９－１０月議会法律第４号で、合同派聖職者について７ヶ
条にわたるより詳細な規定を設けた９。１．ワラキア人司祭は、大きな村で２人、小さい
村では１人に限定する。２．不適格な人物を司祭に任用しないこと。３．司祭になろうと
する者は、合同派の学校が存在しないため、合同される宗派の［すなわち実質的にローマ・
カトリックの］学校で教育を受けること。４．任地のない司祭は、村ではなく、修道院に
住むこと。５．司祭のうち、領主地に住む者は、十分の一税を免除されないこと。６．合
同した司祭は、国法とともに、合同先の教会法に准ずること。７．破門は合同先の基準に
従って行われること。議会のこの態度は、世俗信徒の信仰の問題に踏み込まないことによっ
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て、教会合同を聖職者の所属の問題に限定し、ナティオの枠組みにまで問題が拡大するこ
とを防ごうとしたものと思われる。それが、勅令発布前に声高に主張していた三ナティオ
体制に言及しなくなった理由であろう。
世俗信徒に対する教会合同の強制は、勅令発布直後から少なからぬ抵抗に遭遇したよう
である。こうした土着の抵抗に関してはいまだ研究がなされておらず、個々の事例に関し
てもこれからの研究蓄積が待たれるところである。ただ、合同派司教自身が困難に直面し
ていることを教会会議で吐露していることからみると、無視できる規模ではなかったこと
は確かである１０。
こうしたなか、もと正教主教で教会合同後、合同派司教となったアタナシウス（Atha-
nasius）は、１７００年９月５日、ジュラフェヘールヴァールに、トランシルヴァニア全土と
マーラマロシュ県から計５４人の司教地方代理（esperes）と彼らに属する計１，５６３人の司祭
を招集した大集会を催し、合同の推進を宣言している１１。この集会は、研究史において、
ルーマニア人の史上初めての政治的色彩を持った示威行動であったと位置づけられてい
る１２。
こうした合同直後の合同派教会、諸等族、世俗信徒を巻き込んだ不安定な状況を打破す
べく、アタナシウスらの要請に基づいて、１７０１年３月発布されたのが、教会合同に関する
レオポルト第二勅令である１３。全面的に施行されることも、トランシルヴァニア議会に批
准されることもなかったこの勅令は、２点において１８世紀前半のトランシルヴァニア史に
大きな重要性を持つことになった。まず、世俗信徒をもカトリック等族（Status Catholi-
cus）に含んだこと、次に、イエズス会士を「神学者（theologus）」として、教義に疎い
合同派司教の指導にあたらせるとしたことである。後者は、勅令発布後、直ちに実行に移
され、事実上の合同派教会に対する監督役として１７７３年まで機能し、常に自立性を追及し
ていた合同派教会の憎悪の的になった。
しかし、より影響が大きかったのが、前者である。勅令の第３条には以下のように書か
れている。「世俗の、平民である人物の誰であっても、聖なる教会の前述の神学者の示し
た基準に従って合同した者は、ただちにカトリック等族に算入されるべきであり、したがっ
て、等族の一員として国法を担い、世界の富を享受することができる者とみなされるべき
であり、これまでのように単に寛容の対象としてではなく、他の祖国の息子たちと同様に
なるべきである（quicunque etiam saeculares, et plebeae conditionis homines toties men-
tionatae Sacro-Sanctae Ecclesiae sese, secundum normam a theologo praescribendam
univerint, immediate Statui catholico annumerentur, sicque inter status computentur ca-
pacesque legum patriarum, ac universorum beneficiorum, non ut hactenus solum tol-
erati, sed ad instar reliquorum patriae filiorum reddantur）１４。」トランシルヴァニアの国
制を揺るがすだけでなく、等族制国家の基本観念をも攻撃しかねないこの条項は、勅令全
体ともども、発布直後から公にされることがなかった１５。この条項が政治的役割を担わさ
れるのは、１７３０年に合同派司教に就任するイノケンティエ・クライン（Innochentie Klein）
が展開した運動を待つことになる。
トランシルヴァニアで１７世紀末に開始された教会合同は、宗教上の問題にとどまらず、
端緒からナティオの観念、さらには三ナティオからなる等族制国家としてのトランシル
ヴァニア侯国の国制を変容させる問題圏を内包させていたのである。
社会文化科学研究 第 12号
320
教会合同に関するレオポルト第一勅令
朕レオポルト、神の寵愛により選出されたローマ皇帝にして、ドイツ、ハンガリー、ボ
ヘミア、ダルマティア、およびスラヴォニア等の国王、オーストリア大公、ブルグンド、
ブラバンド、シュタイアーマルク、ケルンテンの公にして、モラヴィア辺境伯、ルクセン
ブルク、上下シレシア、ヴュルテンブルク、テクレンブルクの公、シュヴァーベン侯、ハ
プスブルク、ティロル、フェッレーラ、キブルクおよびゴリツィアの伯、等々。朕がまさ
にここに世界に対して示すところの重要な覚書は、諸教会と聖職者たちとその財産が、教
会と世俗の法に基づいて享受しているところの教会免除特権に関して、特に、朕の使徒の
ハンガリー王国とそれに編入された諸王国と諸地方において、敬愛なる聖王たちと朕の先
王たちの祝福された記憶と諸特権と王国の国法によって聖化されたものであり、これを、
皇帝にして国王たる朕によって（すなわち、キリスト教徒の諸王の間での使徒たる国王の
独自の特権に朕は従うものである）、聖なるカトリック教会と合同した者に与えられる。
聖母の従順なる息子たちをこれによって包み込み、頭に対する四肢として生けるものであ
り、そこから、聖なるかつ世俗の寵愛をうけ、その権利を置き捨てられることはない。し
かし、ここで朕にとって明白に知らされるべきことは、以下のことである。すなわち、朕
のハンガリー、クロアティアそしてスラヴォニア王国の諸地域において、さらにトランシ
ルヴァニアとそれに編入された諸地方において、これまで分離派の罪（Schismatis labe）
に付き従っていた者たち、すなわちワラキア人とギリシャ人と、ルテニア人（Gens Valacho-
rum, Graecorum et Ruthenorum）を、聖なる光に導かれて、合同の道に踏み入らせ、聖
なるローマ教会とのに帰還させ、さらに、聖なる母なるローマ・カトリック教会が進め、
表明し、信ずることのすべてを、特にこれまで対立していた以下の４点について、進め、
表明し、信ずることを始めさせた。ひとつ目に、ローマ教皇が、地上の様々な教会すべて
の普遍的な長であること。ふたつ目に、種無しパンは、日曜の正餐あるいは聖体の材料と
して十分であること。三つ目に、天、天国と地獄のほかに、罪人の牢獄があり、ここには
まだ罪を贖っていない魂がとどまり清められる。四つ目に、三位一体の第三位である聖霊
は、父と子から発する。それゆえ、朕は、敬虔なる使徒の国王の義務に、朕の王権の万能
をもって応えることを望みつつ、ここに厳かに宣言することを望むものである。聖なるロー
マ教会と合同したギリシャ典礼の教会自体も、その聖職者たちも、またその財産も、前述
のハンガリー、クロアティア、スラヴォニア諸王国において、また、トランシルヴァニア
とそれに編入された諸地域において、ラテン典礼のローマ教会の諸教会、聖職者、財産が、
聖なる教会法の規定と、地上の君主の同意と恩恵と諸特権によって十分に享受し、配慮さ
れることになっているように、同様の教会免除特権を確かに享受するものである。この点
からして、朕はまたさらに、朕の王権をもって、不本意ながらも以下のことを厳格且つ明
確に命じるものである。すなわち、上に宣言したところの、すでに合同したこのギリシャ
典礼合同派の教会免除特権を、明らかにあるいは密かに、なんらかの口実や慣習の名の下
に、侵害する者は、いかなる身分の、いかなる権威、品格、特権を有した者であっても、
［その財産の］没収をもって罰せられる。［免除特権の侵害とは］ローマ教会と合同した司
祭たちを、賦役、強制労働、税の支払いに関して農奴と同様に扱い、さらに、貢物の名目
で徴収したり、あるいは投獄したりし、前述の［教会］合同に反し、村や権利、あるいは
教区から排除することであり、［これに反した者たちは］教会および世俗の裁判所の判事
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によって、あるいは朕の意志によって、信心深きラテン典礼の教会免除特権を侮辱する者
たちが法と慣習により引き受けることになるのとまさに同じ罰をもって、贖うことにな
る。朕は、下記のことを、朕のすべての忠実なる位階貴族たち（magnatus）、平貴族たち
（nobilis）、教会と世俗の裁判所判事と参審員たち、すなわち、前述の諸王国とトランシル
ヴァニアのすべての等族に対して、そしてその他朕の臣民に対して、また、現状と将来に
鑑みて、特に将軍たち、参謀たち（locumtenens）、そしてその他の軍士官たちのあらゆ
る者たちに対して、どこにいたとしても、指示し、命じるものである。すなわち、しばし
ば言及してきたギリシャ典礼合同派［の信者たち］が、上述の免除特権に関して、汝らの
もとで侮辱されあるいは疑われ、また、汝らの力と助けを求めたならば、彼らを支援し、
いかなる特権を有した者であっても彼らを攻撃する者たちから、彼らを守り、保護し、防
衛することを、汝らは負っている。これまでと同様に、この皇帝にして国王の勅令と命令
が、ギリシャ典礼合同派が生活しているところで、ハンガリーとクロアティアとスラヴォ
ニアのすべての県においては首席県令および次席県令あるいは県判事によって、トランシ
ルヴァニアのセーケィとザクセン諸座においては統領と国王判事によって、県議会あるい
は座議会の場において公示され、すべての者が知りうるよう取り計らわれることを、朕は
望み、命じるものである。もしなにかしらこれらすべてに反する軽率な企てが準備された
ならば、汝らは、朕にその旨報告する義務を負い、すでにその企てが実行されたならば、
そのような明白な悪行に対しては、より厳格に、早急に処理されるべきである。そのこと
によって、朕の臣民がだれもこのようなことを行わなくなるであろう。また、これらの［勅
令、命令の］写しは、手書きか印刷か、その他の方法かを問わず、教会あるいは役所の書
記の手で、それが正本と違わない旨、証明されるべきである。朕は、常に［それらが］掲
示されることを望むものである。ハンガリー国王たる朕が用いるところの朕の秘書官（se-
cretus）の署名をもって、本文書は公に効力をもつ。朕の忠実なる両腕であり、朕に誠実
なる敬意を傾けるところの、聖なるローマ教会の枢機卿にして、エステルゴム大司教、か
つ［エステルゴム］市と［エステルゴム］県の世襲県令であり、ハンガリー王国国事庁長
官にして、朕の枢密会議議長たるコロニチュ・リポートにより、朕の都市オーストリアの
ウィーンにて、作成された。１６９９年２月１６日。朕のローマ王としての４２年目、ハンガリー
とその諸国の王としての４４年目、ボヘミア王としての４３年目に。
レオポルト
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